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重要イベント① 米国のインフレ率と金融政策
米国では原材料、エネルギーなどの川上の物価上昇が川下に波及する動きが続き、インフレ率が上昇する兆しが強
まっています。パウエル新FRB（米連邦準備制度理事会）議長のもとで初めて行なわれる3月20、21日のFOMC
（米連邦公開市場委員会）での政策金利の引き上げはほぼ確実と見られます。あわせて発表されるFOMC参加
者の景気、物価、金利の見通しは、今後の金融政策の行方を探る上で重要です。

重要イベント② イタリアの総選挙
3月4日にイタリアでは総選挙が行なわれます。中道右派連合、ポピュリズム（大衆迎合主義）政党の五つ星運動、
現与党の民主党の三つどもえの争いとなっていますが、世論調査によれば、いずれも単独過半数を取る勢いはなく、
選挙後の連立交渉が焦点となりそうです。五つ星運動の政権入りの是非などを巡って交渉が難航すると、市場にも
影響が生じる可能性があります。

重要イベント③ 日本の金融政策
年明け後の日本の景気は依然として堅調に推移しているようです。しかし、足元では円高基調が強まったことで、今
後の景気、物価動向への影響が懸念されます。3月8、9日の日本銀行政策委員会で金融政策が変更される可
能性は小さいと見られますが、委員会後の記者会見での総裁発言が注目されます。
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上記は、すべて現地時間で作成しており、作成時点で利用可能な最新の情報を用いておりますが、発表日は変更される可能性があります。
（出所）Bloombergデータ等より野村アセットマネジメント作成

予定

1日(木) 米国 個人所得、個人消費支出、個人消費支出デフレーター（1月）

2日(金) 日本 有効求人倍率、失業率、全世帯家計調査（1月）

4日(日) イタリア 総選挙

8日(木) ユーロ圏 金融政策発表

9日(金) 日本 金融政策発表

9日(金) 米国 雇用統計（2月）

12日頃 中国 マネーサプライ、社会資金調達金額（2月）

13日(火) 米国 消費者物価指数（2月）

14日(水) 中国 鉱工業生産指数、小売売上高、固定資産投資（２月）

21日(水) 米国 金融政策発表

23日(金) 日本 消費者物価指数（2月）

29日(木) 米国 個人所得、個人消費支出、個人消費支出デフレーター（2月）

30日(金) 日本 有効求人倍率、失業率、全世帯家計調査、鉱工業生産指数（2月）
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○野村アセットマネジメントHP（http://www.nomura-am.co.jp/）からは、

ホーム画面 ＞ マーケット情報 ＞ マーケットコメント

とクリックしていただくことで、アクセスできます。

こちらのページからは、過去のマーケットコメントもご覧いただけます。
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